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 2018年 4月 26日 各 位 会 社 名 ＫＹＢ株式会社 代表者名 代表取締役社長執行役員 中島 康輔  （コード：7242、東証第１部） 問合せ先  経営企画本部 経営企画部長 須藤 公朗              （TEL．03－3435－3527）  湖北恒隆汽車系統集団有限公司湖北恒隆汽車系統集団有限公司湖北恒隆汽車系統集団有限公司湖北恒隆汽車系統集団有限公司とのとのとのとの業務提携業務提携業務提携業務提携にににに関関関関するおするおするおするお知知知知らせらせらせらせ     当社および当社の 100%子会社である凱迩必（中国）投資有限公司は、湖北恒隆汽車系統集団有限公司との間で、合弁による自動車用電動パワーステアリングシステム及びその他の自動車部品の製造、販売及び研究開発事業に関する業務提携を行うことについて合意し、明日 4 月 27 日に合弁契約を締結する運びとなりましたのでお知らせいたします。   １．業務提携の理由  当社は、これまで自動車用電動パワーステアリングシステム（以下、EPS）の生産を行い、各完成車メーカーに供給致しておりましたが、現存のEPS生産ラインとしては国内工場に限定されており、近年お客様より要望いただいているグローバル拠点での製品供給には、十分に対応出来ていないという課題がございました。  今回、中国民族系EPSメーカーにおいて最大手である湖北恒隆汽車系統集団有限公司（以下、湖北恒隆社）と当社がEPS製品の開発・生産・供給における業務提携を行うことで、上記課題の解決を図るとともに、両社がもつ各種リソースを最大限活用して、中国市場における EPS 拡販、将来見込まれるエコカー市場（EV/PHV/FCV）向け製品や自動運転技術向け製品の開発などにも対応して参ります。   ２．業務提携の内容等 （１）業務提携の内容 ・合弁会社における、中国市場並びに海外市場向けEPS製品ならびにその他関連製品の製造、販売 ・EPS 関連技術に関する共同開発  （２）合弁会社の概要 （１） 名 称 湖北恒隆凱迩必汽車電動転向系統有限公司（仮） （２） 所 在 地 中国湖北省荆州市経済技術開発区恒隆路 1号 （３） 代表者の役職・氏名 董事長 陳涵霖 （４） 事 業 内 容 自動車用電動パワーステアリングシステムその他自動車部品の製造及び 販売 （５） 資 本 金 320百万人民元 （約 55.3億円） （６） 設 立 年 月 日 2018年 6月（予定） （７） 決 算 期 12月 （８） 出 資 比 率 湖北恒隆汽車系統集団有限公司：66.6％、凱迩必（中国）投資有限公司33.4％ ※表中の括弧につきましては、2018 年 4 月 25 日現在のレートにて換算致しました参考価格となります。（レート：1元＝17.29円で換算）   
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３．凱迩必（中国）投資有限公司の概要 （１） 名 称 凱迩必（中国）投資有限公司 （２） 所 在 地 中国江蘇省鎮江新区丁卯緯三路 121号 （３） 代表者の役職・氏名 董事長兼総経理 郭 卯應 （４） 事 業 内 容 中国の当社グループ会社の統轄管理 （５） 資 本 金 78.91百万ドル（約85.9億円） （６） 出 資 比 率 ＫＹＢ株式会社 100％ ※表中の括弧につきましては、2018 年 4 月 25 日現在のレートにて換算致しました参考価格となります。（レート：1ドル＝108.89円で換算）  ４．業務提携の相手先の概要 （１） 名 称 湖北恒隆汽車系統集団有限公司 （２） 所 在 地 中国湖北省荆州市開発区東方大道 （３） 代表者の役職・氏名 董事長 陳涵霖 （４） 事 業 内 容 自動車部品の設計、生産及び販売 （５） 資 本 金 39百万ドル（約 42.5億円） （６） 設 立 年 月 日 2007年 3月 7日 （７） 大株主及び持株比率 晋明集団有限公司 100% 
（８） 上場会社と当該会社 と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社と当該会社との間には記載すべき資本関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 人 的 関 係 当社と当該会社との間には記載すべき人的関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 取 引 関 係 当社と当該会社との間には記載すべき取引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 関連当事者への 該 当 状 況 当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 （９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 決算期 2015年 12月期 2016年 12月期 2017年 12月期  純 資 産 1,194,062千元 （20,645百万円） 1,229,576千元 （21,259百万円） 1,265,663千元 （21,883百万円）  総 資 産 1,674,400千元 （28,950百万円） 1,792,202千元 （30,987百万円） 2,108,002千元 （36,447百万円）  売 上 高 368,674千元 （6,374百万円） 404,546千元 （6,995百万円） 645,527千元 （11,161百万円）  営 業 利 益 212,755千元 （3,679百万円） 42,747千元 （739 百万円） 40,918千元 （707百万円）  親 会 社 株主 に帰属す る 当 期 純 利 益 207,458千元 （3,587百万円） 36,048千元 （623百万円） 37,090千元 （641百万円） ※表中の括弧につきましては、2018 年 4 月 25 日現在のレートにて換算致しました参考価格となります。（レート：1ドル＝108.89円、1元＝17.29円で換算） 
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 ５．日 程 （１） 契 約 締 結 日 2018年 4月 27日 （２） 事 業 開 始 日 2018年 6月（予定） （３） 製 造 開 始 日 2018年 9月（予定）  ６．今後の見通し  合弁会社の設立は2018年 6月を予定しており、本件が2018年 3月期の当社連結業績に与える影響はございません。本件の影響を織り込んだ 2019年 3 月期の連結業績予想につきましては、2018 年 5 月の決算発表において公表予定です。   以 上  


